
「ディープテック・スタートアップ支援基金／ 

ディープテック・スタートアップ支援事業」公募要領変更のポイント 

2023 年 9 月 27 日 

 

 2023 年第 3 回公募（2023 年 12 月 7 日正午締切）における公募要領では、2023 年第 2 回公

募（2023 年 8 月 31 日正午締切）における公募要領と比較して、主に以下の点を変更しており

ますので、ご留意ください。 

 

○ 本支援事業への応募に必要となる出資に含むことができるとしていたコンバーティブル

な証券について、その種類により、出資に含むことができるものと融資に含むことができ

るものとに分けて規定いたしました。 

旧 新 

※4 出資には、株式による出資の他、株式に転

換可能なコンバーティブルな証券（コンバーテ

ィブルエクイティ、コンバーティブルボンド、

コンバーティブルノート等）を含む。 

※4 出資には、株式による出資の他、株式に

転換可能な新株予約権やコンバーティブルエ

クイティを含む。 

※5  融資には、金融機関による融資の他、新

株予約権が付いた金融負債である、転換社債型

新株予約権付社債、新株予約権付社債、新株予

約権付融資、コンバーティブルボンド、コンバ

ーティブルノート、コンバーティブルデット、

資本性劣後ローン等を含む。 

該当箇所：２．（６）本支援事業への応募に必要な出資・融資（公募要領 P7） 

 

旧 新 

なお、本項でいう出資には、株式による出資の

他、株式に転換可能なコンバーティブルな証券

（コンバーティブルエクイティ、コンバーティ

ブルボンド、コンバーティブルノート等）を含

む。 

なお、本項でいう出資には、株式による出資の

他、株式に転換可能な新株予約権やコンバーテ

ィブルエクイティを含む。また、本項でいう融

資には、金融機関による融資の他、新株予約権

が付いた金融負債である、転換社債型新株予約

権付社債、新株予約権付社債、新株予約権付融

資、コンバーティブルボンド、コンバーティブ

ルノート、コンバーティブルデット、資本性劣

後ローン等を含む。 

該当箇所：３．（１）◎各フェーズ共通の要件ⅱ.（公募要領 P9） 

 

 



○ パートナーVC について、所定の期間内に出資を実施する者のうち、最も主体的にハンズ

オン支援を行うことを計画している VC 等または CVC であれば、今回の申請に際しての

出資額や株式持分比率を問わず対象となる旨を明記しました。 

旧 新 

本支援事業においては、上記２．（６）の出資を

行う VC 等または CVC のうち、今回の申請に

際して最大の金額や株式持分比率で出資を行

う者、または、過去の出資分を含めて VC 等や

CVC の中で最大株主持株比率になる者を「パ

ートナーVC」として指定することがあります。 

本支援事業においては、上記２．（６）の出資を

行う VC 等または CVC のうち、提案者に対

してハンズオン支援を行う者を「パートナー

VC」として指定することがあります。本支援

事業に提案者が応募する際にパートナーVC 

となることを申請することができる者（以下、

「パートナーVC 候補」という）は、所定の期

間内に出資を行う VC 等または CVC であっ

て、今回の申請に際して最大の金額や株式持分

比率で出資を行う者、または、過去の出資分を

含めて VC 等や CVC の中で最大株主持株比

率になる者のいずれかです。ただし、上記の所

定の期間内に出資を行う者のうち、最も主体的

にハンズオン支援を行うことを計画している

VC 等または CVC については、今回の申請に

際しての出資額や株式持分比率を問わず、パー

トナーVC 候補となることができます。 

該当箇所：２．（７）パートナーVC（公募要領 P7） 

 

旧 新 

ii.提案者が本支援事業に応募する時点での、提

案者の資金調達ラウンドにおいて、当該資金調

達ラウンドで最大の金額や株式持分比率で出

資を行う者、または、当該資金調達ラウンドで

出資をすれば、最大出資者で無くても過去の出

資分を含めて VC 等や CVC の中で最大株主持

株比率になる者であること。 

ii. 所定の期間内に出資を行う VC 等、CVC で

あって、最大の金額や株式持分比率で出資を行

う者、または、過去の出資分を含めて VC 等や 

CVC の中で最大株主持株比率になる者であ

ること。ただし、上記の所定の期間内に出資を

行う者のうち、最も主体的にハンズオン支援を

行うことを計画しているVC等または CVCに

ついては、今回の申請に際しての出資額や株式

持分比率を問わず本要件を充足することがで

きる。 

該当箇所：２．（７）①各パートナーVC の要件（公募要領 P8） 

 

○ その他、事業内容に変更がない範囲で、用語の修正などを随時実施しております。 


